（様式第８）
平成　　年    月    日
日本商工会議所　事務局長　殿
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
名　　称
代表者の役職・氏名　　　　　　　印
※共同申請の場合は連名
平成２９年度補正予算　小規模事業者持続化補助金に係る
補助事業実績報告書
小規模事業者持続化補助金交付要綱第１６条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１．補助事業名（補助金交付決定通知書の日付を記載のこと。）
　　　　小規模事業者持続化補助金事業
　　　　（平成　　年　月　日交付決定）
２．事業期間
　　　　開始　　平成　　年　　月　　日
　　　　終了　　平成　　年　　月　　日
３．実施した補助事業の概要
（１）事業者名
（２）事業名
（３）事業の具体的な取組内容
（４）事業成果（概要）
（５）事業経費の状況
　　　・支出内訳書（別紙３）
（６）本補助事業がもたらす効果等
（７）本補助事業の推進にあたっての改善点、意見等
４．「従業員の賃金を引き上げる取組」について（該当者のみ）
　　＊「従業員の賃金を引き上げる取組」により５０万円を超える補助金の交付を受けよ
うとする場合は、下欄にチェックを付したうえで、以下、記載してください。
（共同申請の場合は、本件に該当する参画事業者ごとに記載）　
　　
	□該当する
	※共同申請の場合、本件に該当
する参画事業者名
	


　　　（注）共同申請で、本件に該当する参画事業者が複数ある場合は、以下の表を該当事業者分追加（コ
ピー）し、それぞれの参画事業者ごとに記載してください。
	【該当事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
(共同申請で、本件に該当する参画事業者が複数ある場合のみ記入)
○事業者内最低賃金引き上げ確認期間（３か月）の設定期間
　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　（注）「事業者内最低賃金引き上げ確認期間」の始期は、
　　　　　　　　　　　1)「１．」の「交付決定日」以前に実際の引き上げ実施の場合：
⇒交付決定日が始期（ここから３か月間）
　　　　　　　　　　　2)「１．」の「交付決定日」後に実際の引き上げ実施の場合：
⇒実際の引き上げ実施日が始期（ここから３か月間）
となります。
○事業者内最低賃金引き上げ確認期間経過後に提出いただく
①「賃金引き上げ状況報告書」（様式第９）
②引き上げ後の事業者内最低賃金額を追記または記載した就業規則等
③賃金支払い対象者全員に係る賃金台帳の写し（事業者内最低賃金引
き上げ確認期間のもの）
　　　　④「時間換算額」算出根拠表（別紙５）＊月給制の対象労働者がいる場合
　　　の提出時期について（いずれか該当するものに○）
　　　　　（　　）この実績報告書に添付して提出しています。
　　　　　（　　）事業者内最低賃金引き上げ確認期間が終了していないため、
後日、期間終了後速やかに提出します。
　　　　　　　　（提出予定日：　平成　　年　　月　　日）









